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1. 2022年4月期の連結業績（2021年5月1日～2022年4月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年4月期 311,586 0.6 15,039 △3.4 15,361 △6.9 10,275 1.9

2021年4月期 309,809 △4.2 15,562 21.4 16,499 24.4 10,080 17.1

（注）包括利益 2022年4月期　　10,295百万円 （△1.9％） 2021年4月期　　10,490百万円 （23.1％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年4月期 764.25 ― 9.4 7.9 4.8

2021年4月期 749.72 ― 9.9 8.6 5.0

（参考） 持分法投資損益 2022年4月期 ―百万円 2021年4月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年4月期 194,153 113,424 58.4 8,436.45

2021年4月期 194,424 105,517 54.3 7,847.98

（参考） 自己資本 2022年4月期 113,424百万円 2021年4月期 105,517百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年4月期 2,938 △1,288 △2,969 103,173

2021年4月期 12,328 △847 △2,980 104,493

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年4月期 ― 0.00 ― 220.00 220.00 2,957 29.3 2.9

2022年4月期 ― 0.00 ― 250.00 250.00 3,361 32.7 3.1

2023年4月期(予想) ― 0.00 ― 250.00 250.00 40.6

3. 2023年 4月期の連結業績予想（2022年 5月 1日～2023年 4月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 155,914 3.4 4,753 △34.2 4,891 △33.6 3,713 △25.4 276.22

通期 328,601 5.5 12,219 △18.7 12,551 △18.3 8,270 △19.5 615.18



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料12頁「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年4月期 13,472,000 株 2021年4月期 13,472,000 株

② 期末自己株式数 2022年4月期 27,408 株 2021年4月期 26,842 株

③ 期中平均株式数 2022年4月期 13,444,845 株 2021年4月期 13,446,184 株

（参考）個別業績の概要

2022年4月期の個別業績（2021年5月1日～2022年4月30日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年4月期 134,540 △4.2 7,462 △16.6 9,679 △17.8 7,028 △8.0

2021年4月期 140,460 △13.3 8,946 35.4 11,772 28.1 7,638 12.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2022年4月期 522.78 ―

2021年4月期 568.06 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年4月期 158,759 83,350 52.5 6,199.57

2021年4月期 159,134 78,727 49.5 5,855.46

（参考） 自己資本 2022年4月期 83,350百万円 2021年4月期 78,727百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があ

ります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３頁「１．経営成績等の概況（４）

今後の見通し」をご覧ください。なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を当連結会計年度の期首から適用しており

ますが、影響額が軽微であることから、対前期増減率については、適用前の金額に対する増減率を記載しております。
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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による社会経済活動の制約が徐々に緩和されるなかで、政府によ

る各種政策の効果もあり全般的に持ち直しの動きがみられました。一方で、年度終盤のロシアによるウクライナ侵攻に起因する原材料

価格の高騰や金融資本市場の変動による下振れリスクに十分注意する必要があるなど、景気の先行きについては依然として不透明な状

況が続いております。 

建設業界におきましては、住宅ローン金利の水準が低い状態で推移したことや各種住宅取得支援策により、新設住宅着工戸数は86万

７千戸（前期比6.2％増）となり前期を上回りました。また、新設貸家着工戸数は33万１千戸（前期比8.1％増）となりました。 

このような状況のなか、当社グループの連結業績は、売上高につきましては3,115億８千６百万円（前期比0.6％増）となり前期を上

回りました。利益面につきましては、営業利益150億３千９百万円（前期比3.4％減）、経常利益153億６千１百万円（前期比6.9％減）、

親会社株主に帰属する当期純利益102億７千５百万円（前期比1.9％増）となりました。 

セグメントの業績は以下のとおりであります。 

 

 

（建設事業） 

建設事業におきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた経済活動の制限や、需要の急激な変動によるサプライチェーン

の混乱により工期が延長傾向にあることから、完成工事高は前期と比較して減少しております。利益面におきましては、ウッドショッ

クやウクライナ情勢等の影響による、建設資材や住宅設備機器の高騰により完成工事総利益率は低下しました。ナスラック㈱につきま

しては、水周り製品を中心とした外販売上高が前期と比較して増加しております。この結果、建設事業における売上高は1,134億４百万

円（前期比5.1％減）、営業利益は84億６千１百万円（前期比24.5％減）となりました。 

また、当連結会計年度の当社単体における総受注高につきましては、1,364億７千１百万円（前期比7.1％増）となりました。 

 

 

（不動産賃貸事業） 

不動産賃貸事業におきましては、管理物件数の増加に伴うサブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）による入居者様からの

家賃収入及び管理料収入等の増加により、売上高は前期を上回ることができました。当社では、独自の「オンライン仲介システム」の

導入や、駅前などの集客が見込める場所への仲介専門店の出店・移設を行うなど、入居者募集活動の充実を図ってまいりました。また、

これらの施策のほか管理事業拡大のために物件仕入及び管理受託の促進に努める一方で、「ホームメイトＦＣ店」や「ホームメイト倶楽

部（ネット会員）」を積極的に開拓し、全国不動産会社情報ネットワークを構築することで、仲介競争力の強化を図ることができました。

それらの効果により、賃貸建物の当連結会計年度末の入居率は99.1％となり、高い入居率を維持しております。この結果、不動産賃貸

事業における売上高は1,958億７千９百万円（前期比4.2％増）、営業利益は138億７千８百万円（前期比19.7％増）となりました。 

 

 

（その他） 

総合広告代理店業、旅行代理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業で構成されるその他の事業における売上高は23億２

百万円（前期比2.1％減）、営業利益は５千３百万円（前期は１億８千６百万円の営業損失）となりました。 

 

 

（２）当期の財政状態の概況 

当連結会計年度末の資産の部につきましては、1,941億５千３百万円（前期比0.1％減）となり、２億７千１百万円の減少となりまし

た。資産の部が減少した主な要因は、現金預金が13億１千７百万円減少したことであります。 

負債の部につきましては、807億２千８百万円（前期比9.2％減）となり、81億７千８百万円の減少となりました。負債の部が減少し

た主な要因は、支払手形・工事未払金等が85億６百万円減少したことであります。 

純資産の部につきましては、1,134億２千４百万円（前期比7.5％増）となり、79億７百万円の増加となりました。純資産の部が増加

した主な要因は、利益剰余金が1,086億４千１百万円（前期比7.8％増）となり78億９千３百万円増加したことであります。 
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、「現金及び現金同等物の期首残高」1,044億９千３百万円から、営業活動により29

億３千８百万円の収入、投資活動により12億８千８百万円の支出、財務活動により29億６千９百万円の支出があったことから、「現金及

び現金同等物の期末残高」は、期首残高より13億２千万円減少して、1,031億７千３百万円となりました。 

 

 

      （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に「税金等調整前当期純利益」153億４千３百万円、「減価償却費」22億３千３百万円によ

るものであり、29億３千８百万円の収入となりました。 

 

 

      （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に「有形固定資産の取得による支出」７億８千６百万円、「無形固定資産の取得による支出」

６億７千４百万円によるものであり、12億８千８百万円の支出となりました。 

 

 

      （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に「配当金の支払額」の支出によるものであり、29億６千９百万円の支出となりました。 

 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標としては、自己資本比率は51.6％（2020年４月期）、54.3％（2021年４月期）、58.4％

（2022年４月期）、時価ベースの自己資本比率は52.4％（2020年４月期）、67.5％（2021年４月期）、60.0％（2022年４月期）でそれぞれ

推移しております。 

※１  上記指標の算式は次のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

※２  いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※３  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 

 

（４）今後の見通し 

当社グループの通期の連結業績予想につきましては、当連結会計年度の受注高が増加したことで、建設事業における売上高が増加す

る見通しであります。利益面におきましては、引き続きコストダウンを推進していくなかで建設資材価格の値上がりが予想されるため、

完成工事利益率及び利益額は減少する見通しであります。 

一方、金融機関の賃貸建物に対する建設資金の融資姿勢は、一部のエリアにおいて厳しい状況が続いているものの、家賃相場や土地

の担保力の高い都市部においては緩和的な融資環境が続いており、土地オーナー様の遊休土地の活用ニーズも引き続き底堅く推移して

おります。当社グループでは、今後も入居需要が見込める都市部や市街地を中心としたエリアにおいて、効率的な受注活動を実践する

ことにより、シェアの拡大を図ってまいります。また、入居者様の様々なニーズに対応するため、デザインリニューアルや、快適さや

機能性を向上させた間取りによる新コンセプト商品の開発など、デザイン性や付加価値の高い商品の拡充を行ってまいります。これに

より次期における個別受注高の目標は、グロス数値で1,433億円（前期比5.0％増）、ネット数値（既受注分の見直し後の数値）では1,333

億円（前期比4.9％増）としております。 

不動産賃貸事業におきましては、当連結会計年度の完工物件が管理物件数の増加分となることから各種手数料収入が増加し、不動産

賃貸事業売上高は当連結会計年度を上回ることを見込んでおります。利益面では、入居率が年間を通じて好調を維持していくものの、

経費の増加により微減する見通しであります。当社グループでは、受注支援及び入居率の向上を目的とした仲介ネットワークの完成を

目指し、「ホームメイト店（直営店）」を駅前や幹線道路沿いなど、市場性の高いエリアに対し出店・移設及び統廃合を進め、店舗配置

の適正化を図るとともに、直営店のないエリアにおいては「ホームメイトＦＣ店」や「ホームメイト倶楽部（ネット会員）」を開拓して

まいります。 

経費面におきましては、営業人員の増員、企業イメージの向上及び販売促進のための広告宣伝活動を継続させる一方で、コスト削減

に努めるなど経費の増加を抑制してまいります。 

これらにより、次期の連結業績につきましては、売上高3,286億１百万円（当期比5.5％増）、営業利益122億１千９百万円（当期比△

18.7％減）、経常利益125億５千１百万円（当期比△18.3％減）、親会社株主に帰属する当期純利益82億７千万円（当期比△19.5％減）を

それぞれ見込んでおります。 

 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

  当社グループは、国際的な事業展開や資金調達を行っていないため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

(会計方針の変更) 

(収益認識に関する会計基準等の適用) 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計

年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識することといたしました。収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。 

工事契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進行基準によっておりましたが、

財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足す

るにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期

末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。 

また、当社グループが建設資金を融資している建築請負契約に係る収益について、従来は融資額に対応する利益相当額を融資回収

までの期間にわたって繰延べていましたが、当該繰延処理を行わないこととしております。 

さらに、据付義務を負う製品の販売契約に係る収益については、従来は、据付工事が完了時に収益を認識しておりましたが、製品

部分は出荷時、役務部分は据付完了時に収益を認識することとしております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計

年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首

残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の売上高は75百万円増加し、売上原価は112百万円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ36百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は

575百万円増加しております。 

 

(時価の算定に関する会計基準等の適用) 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計

年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第

44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしてお

ります。これによる、連結財務諸表への影響はありません。 

 

(表示方法の変更) 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」は、営業外収益の総額の100分の10以下と

なったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取保険金」に表示していた４百万円、「その他」に表

示していた196百万円は、「その他」201百万円として組み替えております。 
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（連結貸借対照表関係） 

※１ その他の棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 
(2021年４月30日) 

当連結会計年度 
(2022年４月30日) 

商品及び製品 534百万円 681百万円 

仕掛品 115 155 

材料貯蔵品 755 951 

 

※２ 非連結子会社に対するものは次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 
(2021年４月30日) 

当連結会計年度 
(2022年４月30日) 

出資金 23百万円 23百万円 

 

※３ 担保提供資産及び担保付債務 

施主が当社に対する工事代金支払のために借入した担保として、当社の定期預金を施主が借入を実行した金融機関に差入れており

ます。 

 
前連結会計年度 
(2021年４月30日) 

当連結会計年度 
(2022年４月30日) 

担保提供資産 

定期預金 

 

93百万円 

 

93百万円 

担保付債務 

施主の借入 

 

32 

 

27 

 

４ 保証債務 

施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を行っております。 

前連結会計年度 
(2021年４月30日) 

当連結会計年度 
(2022年４月30日) 

9名 195百万円 3名 185百万円 

 

※５ 圧縮記帳額の内訳は次のとおりであります。 

国庫補助金等により取得価額から控除した固定資産の圧縮記帳累計額 

 
前連結会計年度 
(2021年４月30日) 

当連結会計年度 
(2022年４月30日) 

建物・構築物 343百万円 343百万円 

機械、運搬具及び工具器具備品 876 876 

土地 10 10 

 

※６ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれており

ます。 

 
前連結会計年度 
(2021年４月30日) 

当連結会計年度 
(2022年４月30日) 

受取手形 ―百万円 47百万円 

支払手形 ― 57 
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（連結損益計算書関係） 

※１  期末棚卸高は収益性の低下に基づく簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評価損が完成工事原価に含まれております。 

 
前連結会計年度 

（自  2020年５月１日 
    至  2021年４月30日） 

当連結会計年度 
（自  2021年５月１日 

    至  2022年４月30日） 

その他の棚卸資産 △3百万円 14百万円 

 

※２  固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自  2020年５月１日 
    至  2021年４月30日） 

当連結会計年度 
（自  2021年５月１日 

    至  2022年４月30日） 

機械、運搬具及び工具器具備品 2百万円 3百万円 

その他（航空機） 49 ― 

計 52              3 

 

※３ 減損損失 

前連結会計年度（自  2020年５月１日 至  2021年４月30日)  

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

用途 場所 種類 金額 

ゴルフ場施設 三重県桑名市 

建 物 ・ 構 築 物 120 

機械、運搬具及び工具 
器 具 備 品 等 

8 

土 地 128 

その他（コース勘定） 601 

宿泊施設 三重県桑名市 

建 物 ・ 構 築 物 414 

機械、運搬具及び工具 
器 具 備 品 等 

2 

土 地 3 

合    計 1,279 

上記グループについては、営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとなる見込みであり、将来キャッシ

ュ・フローによって、帳簿価額の全額を回収できる可能性が低いと判断して、減損損失を認識いたしました。 

 

（グルーピングの方法） 

自社利用の事業用資産につきましては原則として事業所別に区分し、賃貸用不動産、ゴルフ場施設、宿泊施設、工場、将来の使用

が見込まれていない遊休資産については個々の物件単位でグルーピングをしております。また本社等については、独立したキャッ

シュ・フローを生み出さないことから全社資産としております。 

 

（回収可能価額の算定方法） 

ゴルフ場施設の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は、不動産鑑定評価を基準として算定しておりま

す。また、宿泊施設の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを8.93％で割り引いて算定しており

ます。 

 

当連結会計年度（自  2021年５月１日 至  2022年４月30日)  

 該当事項はありません。 
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（連結包括利益計算書関係） 

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
前連結会計年度 

（自  2020年５月１日 
    至  2021年４月30日） 

当連結会計年度 
（自  2021年５月１日 

    至  2022年４月30日） 

その他有価証券評価差額金   

  当期発生額 104百万円 △27百万円 

  組替調整額 △107 △1 

    税効果調整前 △2 △28 

    税効果額 1 10 

    その他有価証券評価差額金 △0 △17 

退職給付に係る調整額   

  当期発生額 291 19 

  組替調整額 299 34 

    税効果調整前 590 54 

    税効果額 △180 △16 

    退職給付に係る調整額 410 37 

その他の包括利益合計 409 19 

 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度(自 2020年５月１日 至 2021年４月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 13,472,000 ― ― 13,472,000

 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 25,102 1,740 ― 26,842

(注)１ 自己株式の増加1,740株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 

３ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

2020年７月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,958 220 2020年４月30日 2020年７月30日 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

2021年７月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,957 利益剰余金 220 2021年４月30日 2021年７月30日

  
当連結会計年度(自 2021年５月１日 至 2022年４月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 13,472,000 ― ― 13,472,000

 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 26,842 566 ― 27,408

(注)１ 自己株式の増加566株は、単元未満株式の買取による増加であります。 
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３ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

2021年７月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,957 220 2021年４月30日 2021年７月30日 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

2022年７月28日 
定時株主総会 

普通株式 3,361 利益剰余金 250 2022年４月30日 2022年７月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前連結会計年度 

（自  2020年５月１日 
    至  2021年４月30日） 

当連結会計年度 
（自  2021年５月１日 

    至  2022年４月30日） 

現金及び預金勘定 124,845百万円 123,527百万円 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △20,351 △20,353 

現金及び現金同等物 104,493 103,173 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

（１）報告セグメントの決定方法 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分の決

定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、「土地の有効活用」を目的としたアパート、賃貸マンション等の企画提案をし、建築請負契約を締結し、設計、施工を行っ

ております。これらの賃貸建物の多くは、連結子会社東建ビル管理㈱がサブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）により運

営しております。また、当社にてこれらの賃貸建物の他、一般の賃貸住宅の仲介も行っており、これらを中心的な事業活動として位

置付けております。 

従って、当社グループでは、「建設事業」及び「不動産賃貸事業」を報告セグメントとしております。 

 

（２）各報告セグメントに属する主要な内容 

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業及びそれに付随する事業 

不動産賃貸事業：不動産の賃貸、仲介及び管理に関する事業 

 

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に準拠した方法でありま

す。 

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。 

 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 2020年５月１日  至 2021年４月30日） 
  (単位：百万円) 

 

報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

連結 

財務諸表 

計上額 

(注)３ 建設事業 
不動産 

賃貸事業 
計 

売上高   

  外部顧客への売上高 119,469 187,988 307,457 2,352 309,809 ― 309,809

  セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
11 995 1,007 842 1,849 △1,849 ― 

計 119,481 188,983 308,464 3,194 311,659 △1,849 309,809

セグメント利益又は損失（△） 11,212 11,589 22,802 △186 22,615 △7,053 15,562

セグメント資産 40,048 44,465 84,514 4,419 88,934 105,490 194,424 

その他の項目   

  減価償却費(注)４ 1,137 1,094 2,231 160 2,391 87 2,479

減損損失(注)４ ― ― ― 1,279 1,279 ― 1,279 

  有形固定資産及び 

  無形固定資産の増加額(注)４
623 881 1,504 96 1,601 26 1,627
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当連結会計年度（自 2021年５月１日  至 2022年４月30日） 
  (単位：百万円)

 

報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

連結 

財務諸表 

計上額 

(注)３ 建設事業 
不動産 

賃貸事業 
計 

売上高   

  外部顧客への売上高 113,404 195,879 309,283 2,302 311,586 ― 311,586 

  セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
3 842 845 1,340 2,186 △2,186 ―

計 113,407 196,721 310,129 3,643 313,773 △2,186 311,586

セグメント利益 8,461 13,878 22,339 53 22,393 △7,353 15,039 

セグメント資産 38,432 47,552 85,984 4,492 90,477 103,676 194,153

その他の項目     

  減価償却費(注)４ 1,010 1,015 2,026 125 2,151 82 2,233 

減損損失(注)４ ― ― ― ― ― ― ―

  有形固定資産及び 

  無形固定資産の増加額(注)４ 
853 452 1,305 113 1,419 41 1,461 

 (注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業、旅行代理店業及びゴル

フ場・ホテル施設の運営に関する事業を含んでおります。 

２  調整額は以下のとおりであります。 

セグメント利益又は損失（△） 

  (単位：百万円)

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

セグメント間取引消去 △37 23

全社費用※ △7,016 △7,376

合計 △7,053 △7,353

※全社費用は主に提出会社本社の総務管理部等管理部門に係る費用であります。 

 

セグメント資産 
  (単位：百万円)

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

セグメント間取引消去 △345 △292

全社資産※ 105,835 103,968

合計 105,490 103,676

※全社資産は主に提出会社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

３  セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４  減価償却費、減損損失、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用が含まれております。 

 
４  報告セグメントの変更等に関する事項 

会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更し

たため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。 
当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「建設事業」の売上高は75百万円増加、セグメント利益は36百万円減

少しております。 
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【関連情報】 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２  地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

 
前連結会計年度 

(自 2020年５月１日 
至 2021年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 2021年５月１日 
至 2022年４月30日) 

１株当たり純資産額 7,847円98銭 8,436円45銭

１株当たり当期純利益 749円72銭 764円25銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

（１）１株当たり当期純利益 

項目 
前連結会計年度 

(自 2020年５月１日 
至 2021年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 2021年５月１日 
至 2022年４月30日) 

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 10,080 10,275

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
当期純利益(百万円) 

10,080 10,275

普通株式の期中平均株式数(株) 13,446,184 13,444,845

 

（２）１株当たり純資産額 

項目 
前連結会計年度 
(2021年４月30日) 

当連結会計年度 
(2022年４月30日) 

純資産の部の合計額(百万円) 105,517 113,424

純資産の部の合計額から控除する金額 
(百万円) 

― ―

(うち非支配株主持分)(百万円) (―) (―)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 105,517 113,424

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数(株) 

13,445,158 13,444,592

 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．参考資料 

（１）受注実績（連結）                                                                                     （単位：百万円） 

セグメントの名称 
前連結会計年度 

（自 2020年５月１日 
至 2021年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 2021年５月１日 
至 2022年４月30日）

増  減 増減率（％） 

建 設 事 業         
133,595 

（119,488） 

142,479 

（133,018） 

8,883 

（13,530） 

6.6 

（11.3） 

不動産賃貸事業         ― ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― ― 

合  計     
133,595 

（119,488） 

142,479 

（133,018） 

8,883 

（13,530） 

6.6 

（11.3） 

※上記受注高の（ ）の数値は、当連結会計期間にキャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（２）売上実績（連結）                                                                                       （単位：百万円） 

セグメントの名称 
前連結会計年度 

（自 2020年５月１日 
至 2021年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 2021年５月１日 
至 2022年４月30日）

増  減 増減率（％） 

建 設 事 業         119,469 113,404 △6,065 △5.1 

不動産賃貸事業         187,988 195,879 7,891 4.2 

そ の 他 2,352 2,302 △49 △2.1 

合  計     309,809 311,586 1,776 0.6 
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（３）受注実績（単体）                                                                                      （単位：百万円） 

期  別
項  目 

前 事 業 年 度 
（自 2020年５月１日 
至 2021年４月30日）

当 事 業 年 度 
（自 2021年５月１日 
至 2022年４月30日）

増  減 増減率（％） 

受 注 高 
127,439 

（113,357） 

136,471 

（127,065） 

9,032 

（13,707） 

7.1 

（12.1） 

※上記受注高の（ ）の数値は、当事業年度にキャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（４）部門別売上高（単体）                                                                                    （単位：百万円） 

期  別
項  目 

前 事 業 年 度 
（自 2020年５月１日 
至 2021年４月30日）

当 事 業 年 度 
（自 2021年５月１日 
至 2022年４月30日）

増  減 増減率（％） 

完
成
工
事
高 

賃貸マンション         24,320 23,954 △365 △1.5 

ア パ ー ト         79,391 74,852 △4,538 △5.7 

個 人 住 宅         477 329 △148 △31.0 

店舗マンション         7,231 6,883 △348 △4.8 

貸 店 舗         1,779 1,171 △607 △34.2 

そ の 他         733 306 △427 △58.3 

小  計     113,934 107,497 △6,436 △5.6 

兼
業
事
業
売
上
高 

仲 介 料 収 入         3,801 3,783 △17 △0.5 

管理手数料収入         461 464 2 0.5 

退去 補修 工事         4,920 4,924 4 0.1 

リフォーム工事         5,438 5,805 366 6.7 

業務受託料収入         5,962 6,217 255 4.3 

そ の 他         5,942 5,848 △93 △1.6 

小  計     26,526 27,043 517 2.0 

合  計     140,460 134,540 △5,919 △4.2 

 

 

（５）受注残高（単体）                                                                                        （単位：百万円） 

期  別
項  目 

前事業年度末 
（2021年４月30日） 

当事業年度末 
（2022年４月30日） 

増  減 増減率（％） 

受 注 残 高         130,035 148,989 18,954 14.6 
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